
も価値を認めています」（鈴木氏）
　大阪データセンターでの稼働開始とほぼ同
時期に、リコーはメールシステムを既存のグル
ープウェアから Microsoft Office 365 へと
変更。このとき、東京と大阪で稼働している「活
文 メールゲートウェイ・大規模メールインフラ
ソリューション」は、日本および、日本を除くアジ
ア、パシフィックのリコーグループで使用されて
いましたが、メールドメインごとに複数フェーズ
に分けて配送経路を切り替えることで、既存業
務システムや従業員への影響を最小限に抑え
ました。また、メールシステムの変更から今まで
大きなトラブルもなく稼働しています。
　「メールをこれだけ快適に使えるようになっ
た今、当社のコミュニケーション環境は次のス
テージに進むべき時期を迎えています。メール
の使用状況をリアルタイムに可視化できるとい
うことは、メールによって業務効率や生産性が
どれだけ向上したかも数値として分かるという
こと。この点に注目すると、顧客とのやり取りも、
メールではなく、プロジェクト単位で記録が残
せるものに置き換えたほうがよいとの意見もあ
ります。当社は Office 365 を使用しているの
で、ビジネスチャットの Microsoft Teams を
併用するとメールがどれだけ減るかを追跡して
みたいと考えています」（鈴木氏）
　新しいコミュニケーションの時代に対応すべ
く、日立ソリューションズはメールとビジネスチ
ャットなどを自動連携し、生産性を向上させる
ためのソリューションも検討中です。
　これからも、ビジネスの生産性を高めるため
の支援策を提供していきます。

ことができました。また、業務ソフトウェアの直
し方についてもアドバイスいただき、助かりまし
た」（和久利氏）

　東京データセンターで新しいメールゲートウ
ェイ環境が稼働し始めたのは、2017年4月。半
年後の2017年10月には大阪データセンター
でも同じ仕様の環境で稼働しました。2つのセ
ンターは互いに機能を代替できる仕組みにな
っており、大規模な自然災害に見舞われたとき
はBCPのための設備としても機能します。
　「ダッシュボードを見ればメールの流量やサ
イズ、受信メールのSPFやDKIMの評価などの
状況が一目瞭然。IT部門としては状況が把握
できることで安心できますし、メール不達の場
合も理由がすぐに分かります。朝の特定の時間
に大量のメールを配信するなどといったメール
流量の偏りも、今では簡単に分かるようになり
ました」（和久利氏）
　「工数削減などの定量的な効果を算出する
のは難しいのですが、アウトソーシングしていた
時と比べ全体コストは変えず、メールの送受信
性能などキャパシティーを従来の倍以上に高
めて、セキュアな環境を構築できたことは大き
な成果だと考えています。また、メール基盤の自
社運用により、現場からのメール送信状況に関
する問い合わせに対するアジリティ（敏捷性）
も向上したと考えています。データの可視化で、
リアルな分析を経営に取り込めました。経営層

　マルチファンクションプリンター（MFP）やプ
ロジェクターで知られるリコーは、従来のオフィ
スを対象にしたビジネスから、人々が働くさま
ざまな現場（ワークプレイス）、そして社会へと
価値提供の領域を拡大し、社会課題の解決と
リコーの成長の同時実現をめざしているグロ
ーバル企業です。同社が電子メールやグループ
ウェアを業務で使い始めたのは、1995年頃。
　「当社では仕事の大半をメールが占めている
状況で、業務を支えるIT基盤の中でも、メール
は最も重要で欠かせないツールとなっていま
す」（鈴木氏）
　社員間のコミュニケーションは、これまでコ
ミュニケーション基盤として採用している既存
のグループウェアのメールボックスを利用し、
取引先とはゲートウェイサーバーを介してメー
ルのやり取りをする構成でした。
　ただ、メール用のゲートウェイサーバーを含
むインターネット接続環境の運用を外部委託
していたため、インターネット利用頻度が高ま
るにつれて課題が生じてきました。
　「まず、アウトソーシング運用だったため、詳
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課題

外部委託していたため、詳細な稼働状況が
不明

ネットワークの活用頻度が高まるにつれて、
混雑時間帯が増加

効果

メールの送受信状況やメール不達理由を、
ダッシュボードでリアルタイムに確認可能

全体コストをそのままに、インターネット接続の
キャパシティーを従来の倍以上にアップ

細な稼働状況が見えなくなっているという課
題がありました。セキュリティ対策の強化やデ
ジタルトランスフォーメーションに向けた取り
組みを進めるには、インターネット接続環境を
可視化することが不可欠です。そこで、アウトソ
ースしていたインフラを内部運用に刷新するこ
とにしました」（和久利氏）
　また、アウトソーシング方式では、サービス契
約上インターネットの同時コネクション数の上
限や、特定の運用情報までしか提供されない
のも問題で「業務の効率化に取り組む従業員
のためにも、メールを含めインターネット基盤
の整備が必須だと思いました」（鈴木氏）
 

　そこでリコーは、インターネット接続環境の
刷新をめざすプロジェクトを立ち上げ、その一
環として、メールゲートウェイ環境をオンプレミ
ス化するための具体的な検討を2015年夏か
ら始めました。
　ただ、詳細な運用状況が分からないところか
らのスタートだったため、検討作業は容易では
ありませんでした。数値として判明していたのは、

ドメイン名別の月間総受信数とスパム件数。業
務システムから自動送信される取引先向けメ
ールもあり、部署別や時間帯別のメール件数
やメールサイズなどは分かりませんでした。
　「現状分析から始める正攻法を取ることがで
きず、アウトソーシング先が作成した月次レポ
ートと、各業務システムの運用担当者にヒアリ
ングした数値を基に、大まかなサイジングを算
出しました」（鈴木氏）
　検討に当たっては、「世間一般の標準的なメ
ールを送れるようにする」ことを重要な目標と
しました。既存のグループウェアやリコーの業
務システムが作成するメールの中には、RFC
（インターネットの標準仕様）から逸脱している
項目があることもあり、文字化けやメールの不
達などの問題が発生していたのです。
　また、「不正なメールを送らない、受け取らな
い」というコンプライアンスの目標を達成するに
は、十分なセキュリティ対策機能も必要でした。
添付ファイルの暗号化やパスワード自動設定は
もちろん、SPF（Sender Policy Framework）
やDKIM（Domainkeys Identified Mail）など
の業界標準の送信者認証方式に対応すること
も絶対の条件です。さらに、上長の承認後に送
信する一時保留機能も必要に応じて使えるよ
うにしたいと考えました。
　「これらの要件を定め、いくつかのITベンダに
相談してみました。しかし、従業員数が世界で9
万人以上、関連会社が220社、想定月間メー
ル件数が80万件という大規模案件ということ
もあって、最終的に日立ソリューションズが提
案した『活文 メールゲートウェイ・大規模メー
ルインフラソリューション』だけが残りました」
（鈴木氏）
　経営層への上申を済ませた上で、新しいメー
ルゲートウェイ環境を構築するための実作業
が始まったのは、2016年12月のこと。OSをイ
ンストールしたサーバーをリコーのデータセン
ター（東京・大阪）に用意するところまではITイ
ンフラ統括部が担当し、メールソフトウェアの
設計・構築・テストは日立ソリューションズのエ
ンジニアが行うという作業分担です。
　「短期間の強行スケジュールでしたが、日立
ソリューションズの方々には、動作確認試験・
性能試験を含めしっかり対応いただき、一般的
なメールの在り方もいろいろとご指摘いただく

ネット接続環境を社内運用にし
セキュリティ対策を強化

選定と導入



も価値を認めています」（鈴木氏）
　大阪データセンターでの稼働開始とほぼ同
時期に、リコーはメールシステムを既存のグル
ープウェアから Microsoft Office 365 へと
変更。このとき、東京と大阪で稼働している「活
文 メールゲートウェイ・大規模メールインフラ
ソリューション」は、日本および、日本を除くアジ
ア、パシフィックのリコーグループで使用されて
いましたが、メールドメインごとに複数フェーズ
に分けて配送経路を切り替えることで、既存業
務システムや従業員への影響を最小限に抑え
ました。また、メールシステムの変更から今まで
大きなトラブルもなく稼働しています。
　「メールをこれだけ快適に使えるようになっ
た今、当社のコミュニケーション環境は次のス
テージに進むべき時期を迎えています。メール
の使用状況をリアルタイムに可視化できるとい
うことは、メールによって業務効率や生産性が
どれだけ向上したかも数値として分かるという
こと。この点に注目すると、顧客とのやり取りも、
メールではなく、プロジェクト単位で記録が残
せるものに置き換えたほうがよいとの意見もあ
ります。当社は Office 365 を使用しているの
で、ビジネスチャットの Microsoft Teams を
併用するとメールがどれだけ減るかを追跡して
みたいと考えています」（鈴木氏）
　新しいコミュニケーションの時代に対応すべ
く、日立ソリューションズはメールとビジネスチ
ャットなどを自動連携し、生産性を向上させる
ためのソリューションも検討中です。
　これからも、ビジネスの生産性を高めるため
の支援策を提供していきます。

ことができました。また、業務ソフトウェアの直
し方についてもアドバイスいただき、助かりまし
た」（和久利氏）

　東京データセンターで新しいメールゲートウ
ェイ環境が稼働し始めたのは、2017年4月。半
年後の2017年10月には大阪データセンター
でも同じ仕様の環境で稼働しました。2つのセ
ンターは互いに機能を代替できる仕組みにな
っており、大規模な自然災害に見舞われたとき
はBCPのための設備としても機能します。
　「ダッシュボードを見ればメールの流量やサ
イズ、受信メールのSPFやDKIMの評価などの
状況が一目瞭然。IT部門としては状況が把握
できることで安心できますし、メール不達の場
合も理由がすぐに分かります。朝の特定の時間
に大量のメールを配信するなどといったメール
流量の偏りも、今では簡単に分かるようになり
ました」（和久利氏）
　「工数削減などの定量的な効果を算出する
のは難しいのですが、アウトソーシングしていた
時と比べ全体コストは変えず、メールの送受信
性能などキャパシティーを従来の倍以上に高
めて、セキュアな環境を構築できたことは大き
な成果だと考えています。また、メール基盤の自
社運用により、現場からのメール送信状況に関
する問い合わせに対するアジリティ（敏捷性）
も向上したと考えています。データの可視化で、
リアルな分析を経営に取り込めました。経営層

　マルチファンクションプリンター（MFP）やプ
ロジェクターで知られるリコーは、従来のオフィ
スを対象にしたビジネスから、人々が働くさま
ざまな現場（ワークプレイス）、そして社会へと
価値提供の領域を拡大し、社会課題の解決と
リコーの成長の同時実現をめざしているグロ
ーバル企業です。同社が電子メールやグループ
ウェアを業務で使い始めたのは、1995年頃。
　「当社では仕事の大半をメールが占めている
状況で、業務を支えるIT基盤の中でも、メール
は最も重要で欠かせないツールとなっていま
す」（鈴木氏）
　社員間のコミュニケーションは、これまでコ
ミュニケーション基盤として採用している既存
のグループウェアのメールボックスを利用し、
取引先とはゲートウェイサーバーを介してメー
ルのやり取りをする構成でした。
　ただ、メール用のゲートウェイサーバーを含
むインターネット接続環境の運用を外部委託
していたため、インターネット利用頻度が高ま
るにつれて課題が生じてきました。
　「まず、アウトソーシング運用だったため、詳
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細な稼働状況が見えなくなっているという課
題がありました。セキュリティ対策の強化やデ
ジタルトランスフォーメーションに向けた取り
組みを進めるには、インターネット接続環境を
可視化することが不可欠です。そこで、アウトソ
ースしていたインフラを内部運用に刷新するこ
とにしました」（和久利氏）
　また、アウトソーシング方式では、サービス契
約上インターネットの同時コネクション数の上
限や、特定の運用情報までしか提供されない
のも問題で「業務の効率化に取り組む従業員
のためにも、メールを含めインターネット基盤
の整備が必須だと思いました」（鈴木氏）
 

　そこでリコーは、インターネット接続環境の
刷新をめざすプロジェクトを立ち上げ、その一
環として、メールゲートウェイ環境をオンプレミ
ス化するための具体的な検討を2015年夏か
ら始めました。
　ただ、詳細な運用状況が分からないところか
らのスタートだったため、検討作業は容易では
ありませんでした。数値として判明していたのは、

ドメイン名別の月間総受信数とスパム件数。業
務システムから自動送信される取引先向けメ
ールもあり、部署別や時間帯別のメール件数
やメールサイズなどは分かりませんでした。
　「現状分析から始める正攻法を取ることがで
きず、アウトソーシング先が作成した月次レポ
ートと、各業務システムの運用担当者にヒアリ
ングした数値を基に、大まかなサイジングを算
出しました」（鈴木氏）
　検討に当たっては、「世間一般の標準的なメ
ールを送れるようにする」ことを重要な目標と
しました。既存のグループウェアやリコーの業
務システムが作成するメールの中には、RFC
（インターネットの標準仕様）から逸脱している
項目があることもあり、文字化けやメールの不
達などの問題が発生していたのです。
　また、「不正なメールを送らない、受け取らな
い」というコンプライアンスの目標を達成するに
は、十分なセキュリティ対策機能も必要でした。
添付ファイルの暗号化やパスワード自動設定は
もちろん、SPF（Sender Policy Framework）
やDKIM（Domainkeys Identified Mail）など
の業界標準の送信者認証方式に対応すること
も絶対の条件です。さらに、上長の承認後に送
信する一時保留機能も必要に応じて使えるよ
うにしたいと考えました。
　「これらの要件を定め、いくつかのITベンダに
相談してみました。しかし、従業員数が世界で9
万人以上、関連会社が220社、想定月間メー
ル件数が80万件という大規模案件ということ
もあって、最終的に日立ソリューションズが提
案した『活文 メールゲートウェイ・大規模メー
ルインフラソリューション』だけが残りました」
（鈴木氏）
　経営層への上申を済ませた上で、新しいメー
ルゲートウェイ環境を構築するための実作業
が始まったのは、2016年12月のこと。OSをイ
ンストールしたサーバーをリコーのデータセン
ター（東京・大阪）に用意するところまではITイ
ンフラ統括部が担当し、メールソフトウェアの
設計・構築・テストは日立ソリューションズのエ
ンジニアが行うという作業分担です。
　「短期間の強行スケジュールでしたが、日立
ソリューションズの方々には、動作確認試験・
性能試験を含めしっかり対応いただき、一般的
なメールの在り方もいろいろとご指摘いただく
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